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いじめ防止等のための学校基本方針 

                               丹波市立竹田小学校 

 

１ いじめの防止等の対策の基本的な考え方 

(1) いじめの理解 

いじめとは、心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）

であり、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。 

・ どの子どもにもどの学校でも起こり得る 

・ 人権侵害であり、人として決して許されない行為である 

・ 大人には気づきにくい所で行われることが多く、発見しにくい 

・ 入れ替わりながら、加害も被害も経験することが多くある 

・ 暴力を伴わなくても、生命や身体に重大な危険が生じることがある 

・ 態様により暴行、恐喝等の刑罰法規に抵触する 

・ 傍観者から仲裁者への転換を促すことが重要である 

(2) 基本理念 

○ いじめは、どの児童にも関係し、どの学校で起こり得るものである。このことを十分に認識した

上で、全ての児童が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組むことができるよう、学校の

内外を問わず、いじめが行われなくなるようにすることを旨として行う。 

○ いじめは人権侵害であり、人として決して許される行為ではない。また、いじめを受けた児童の

心身に深刻な影響を及ぼす行為である。これらのことを児童が十分に理解し、全ての児童がいじ

めを行わず、いじめを認識しながら放置することがないようにすることを旨として行う。 

○ いじめを受けた児童の生命及び心身を保護することが特に重要であることを認識しつつ、学校、

家庭、地域その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行う。 

 

２ 学校の取組方針及びその内容 

(1) いじめの防止等の対策のための組織 

  学校におけるいじめの防止、早期発見、対処等を組織的・実効的に行うために、その中核となる「い

じめ対応チーム」を置く。また、その設置について、地域や保護者に広く周知する。 

【 いじめ対応チーム】 

ア  構成  校長、教頭、養護教諭、生徒指導(いじめ担当)、スクールカウンセラー等 

イ  役割  ・いじめ未然防止のための、いじめが起きにくく、いじめを許さない環境づくり 

・いじめの早期発見のため、いじめの相談や通報を受け付ける窓口 

・いじめの早期発見や事案対処のため、いじめの疑いに関する情報や児童の問題行動等

に係る情報の収集と記録や共有 

・いじめに係る情報（いじめが疑われる情報や児童の人間関係に係る悩みを含む）があ

った際の情報の迅速な共有（緊急会議を開催するなど）、関係児童に対するアンケート

調査、聴き取り調査等による事実関係の把握、いじめであるか否かの判断 

・いじめの被害児童に対する支援、加害児童に対する指導の体制や対応方針の決定と、



保護者との連携といった組織的な対応 

・学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や、年間計画の作成・実行・検証・修正 

・学校いじめ防止基本方針に基づいて作成した年間計画によるいじめ防止等に係る校内

研修の企画と計画的な実施 

・学校いじめ防止基本方針の点検と見直し（ＰＤＣＡサイクルの実行を含む） 

(2) いじめの未然防止のために 

・「いじめは人として絶対に許されない」という雰囲気を学校全体に醸成する。 

(教職員の共通理解、児童生徒への日常的な働きかけ等) 

・児童一人一人の様子や学級の状況を的確に把握する。 

（教職員の気づき、定期的な実態調査、定期的な教育相談、定例職員会議での児童理解交流

等） 

・互いに認め合い、支え合い、助け合う仲間づくりに努める。 

（児童との信頼関係の構築、教職員の協働体制の構築、自己肯定感や自己有用感の醸成、 

児童の自発的・自治的諸活動の支援等） 

・一人一人を大切にした分かりやすい授業づくりを進める。 

（協働的な学びと個別最適な学びを取り入れた授業） 

・命や人権を尊重し、豊かな心を育てる取組を推進する。 

（人権教育の充実、道徳教育の充実、体験活動の推進、人間関係を構築する能力の育成、性

同一性障害等に関する正しい理解の促進等） 

・インターネット上のいじめが重大な人権侵害に当たり、被害者に深刻な傷を与えかねない行

為であることを理解させる。(情報モラル教育等の充実） 

・教職員の不適切な認識や言動により、児童を傷つけたり、他の児童によるいじめを助長した

りすることがないよう、指導の在り方には細心の注意を払う。 

（いじめの「観衆」や「傍観者」をつくらないための教師の心構え） 

・いじめの未然防止に向けて、保護者や地域へ積極的に働きかける。 

（学校の指導方針、いじめの問題性、家庭教育の大切さ等の啓発）  

 

(3) いじめの早期発見のために 

児童自身が、いじめを自らの問題として受け止め、自分達でできることを主体的に考えて行 

動できる力を育成するとともに、児童がいじめを相談しやすい体制を整備すること、また、以下 

のような、教師のいじめ認知能力の向上を図る取組や体制づくりを行い、児童生徒やその保護者 

が示す危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つ。 

・市教育委員会が実施する定期的ないじめに係る実態調査をはじめ、学級担任等による臨時の調 

 査や面談、その他必要な措置を講ずる。 

・定期及び臨時の調査等の実施後には担任との面談を実施し、その結果を情報共有する。 

・授業の内外を問わず、児童生徒の学校生活の様子（個人・集団）にも目を配る。また、スク

ールカウンセラーとも連携を図る。 

・日記、ＩＣＴを活用した発信、児童との面談、連絡帳等を通じて児童の悩みや訴えを把握

し、個人面談、家庭訪問等を活用して保護者との連携を密にする。 

 

(4) いじめに対する措置のために 



① いじめを把握したとき 

・問題を把握したら一人で抱え込まず、学級担任や生徒指導担当者に連絡し、管理職に報告 

する。 

・「いじめ対応チーム」を招集し、事実確認の方法と対応方針を決定する。 

② 正確な事実把握 

・当事者双方、周りの児童から個々に聴き取りを行ったり、関係教職員と情報を共有したり

して、いじめの事実関係を正確に把握し、いじめの構図を明確にする。 

・情報収集した内容や対応記録についてはデータとして残しておく。 

③ 指導体制、方針決定 

・すべての教職員で共通理解を図り、指導のねらいを明確にする。 （組織対応） 

・指導体制を整え、対応する教職員の役割分担を明確にする。   （組織対応） 

・教育委員会、関係機関との連絡調整を密に行う。     （報告・連絡・相談の徹底） 

④ 児童への指導・支援 

・いじめられた児童の保護に努め、心配や不安を取り除く。 

・いじめた児童に対して、相手の苦しみや痛みに思いを寄せる指導を十分に行うとともに、

「いじめは決して許される行為ではない」という人権意識を持たせる。 

⑤ 保護者との連携 

・保護者と面会し、いじめ事案解消のための具体的な対策について丁寧に説明する。 

・保護者の協力を求め、学校と連携した指導ができるよう十分協議する。 

⑥ いじめ発生後の対応 

・謝罪して終わりではなく、加害行為が３カ月程度なく、その時点で被害者が心身の苦痛を 

感じていないことが大切である。これを目指した継続的な指導や支援を行う。 

・スクールカウンセラー等も活用し、子どもの心のケアに努める。 

・心の教育や命の教育の充実を図り、誰もが大切にされる学級経営を行う。 

 

(5) 重大事態への対処のために 

① 重大事態とは 

ア いじめにより在籍する児童の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑いがあると認める

とき 

・児童が自殺を企図した場合 

・身体に重大な傷害を負った場合 

・金品等に重大な被害を被った場合 

・精神性の疾患を発症した場合 等 

イ いじめにより在籍する児童が相当の期間（年間 30日以上または一定期間連続して欠席している

場合）学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき 

学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とは言えない」と考えたとしても、児童

生徒や保護者から、「いじめにより重大な被害が生じた」という申立てがあったときは、重大事

態として捉える必要がある。 

② 重大事態発生の報告 

重大事態と思われる案件が発生した場合は、直ちに市教育委員会に報告するとともに、犯罪行為と

して取り扱われるべきと認める事案は警察へ相談・通報する 

 

③ 学校が調査主体になる場合 



・市教育委員会の指導助言のもと、いじめ対応チームが中心となって、学校全体で組織的に迅速

に対応する。 

・事案によっては、学年及び学校のすべての保護者に説明する必要の是非を判断し、必要があれ

ば、当事者の同意を得た上で、説明文書の配布や緊急保護者会の開催を実施する。 

・マスコミ対応が必要な場合は、対応窓口を明確にし、誠実な対応に努める。 

④ 市教育委員会が調査主体になる場合 

・資料の提出など調査に協力する。 

 

(6) 家庭・地域・関係機関等との連携のために 

① 教育委員会との連携 

・いじめを把握した場合には、学校で抱え込むことなく、速やかに市教育委員会へ報告し、問題

の解決に向けて指導助言等の必要な支援を受ける。 

・必要に応じて、市教育委員会の「いじめゼロ支援チーム」の派遣を依頼したり、教育事務所

「教育相談窓口」を利用したりする。 

② 警察との連携 

・いじめが暴力行為や恐喝などの犯罪と認められる事案に関しては、早期に丹波警察署（生活安

全課）に相談し、連携して対応する。 

・児童生徒の生命・身体の安全がおびやかされる場合には、直ちに通報する。 

③ 地域等その他関係機関との連携 

・いじめた児童のおかれた背景に、保護者の愛情不足等の家庭の要因が考えられる場合には、ス

クールソーシャルワーカーの派遣や、こども家庭センターや市の自立支援課、民生・児童委員

等の協力を得ることも視野に入れて対応する。 

・より多くの大人が児童の悩みや相談を受けとめることができるよう、ＰＴＡや自治協議会との

連携を図るとともに、運営協議会やアフタースクール等、学校と地域、家庭が組織的に連携・

協議する体制を構築する。 

 

④ 家庭・地域との連携 

・学校におけるいじめへの対処方針や指導計画等を公表し、保護者や地域住民の理解を得るよう

努める。 

・ＰＴＡや地域の関係団体等といじめ問題について協議する機会を設け、いじめの根絶に向け

て、地域ぐるみの対策を進めることができるようにする。 

箇所 

（7） 資料の保管 

 

①いじめに関するアンケートの回答用紙については、実施方法（記名、無記名、持ち帰り等） 

に関わらず、実物を対象児童が卒業する時まで学校が保管する。  

  ② 回答をとりまとめた文書やいじめについて聞き取った記録等は、その年度の終わりから５年 

間、学校が保管する。 

  ③ いじめの重大事態に関する資料は、発生した年度の終わりから１０年間、学校が保管する。 

  ④ 保管年限が経過した資料については、丹波市小学校及び中学校における文書取扱要綱に基づ 

いて廃棄する。 


